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令和 3 年度 令和 12

１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

料金体系は、「口径別基本料金+段階別従量料金（逓増従量料金）」となっている。

金額 金額

550円

660円

680円

800円

853円

1,320円

1,540円

④ 組　織

施 設 能 力 4,209

現 在 給 水 人 口 6,857

法 適 ( 全 部 ・ 財 務 )

・ 非 適 の 区 分

法適(全部）

基本料金

口径

料 金 体 系 の

概 要 ・ 考 え 方

20ミリメートル

25ミリメートル

30ミリメートル

40ミリメートル

50ミリメートル

75ミリメートル以上

55円

115円

10立方メートルまでの分　1立方メートルにつき

10立方メートルを超え、30立方メートルまでの

分　1立方メートルにつき

従量料金

㎥／日

別添１－２

喜界町水道事業経営戦略

事業の現況

124.1

千ｍ

水 源

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

4

1.62

供 用 開 始 年 月 日 令 和 2 年 4 月 1 日

施 設 利 用 率 56.97

計 画 給 水 人 口 6,800

～

管 路 延 長

平 成 9 年 4 月 1 日

　令和２年４月１日現在、課長１名、補佐２名、技術補佐１名、係長１名、主査７名、主事２名の14名体制で、他の事業と兼務しながら水

道事業に従事している。

13ミリメートル

料 金 改 定 年 月 日

( 消 費 税 の み の 改 定 は 含 ま な い )

使用水量

30立方メートルを超える分　１立方メートルに

つき

173円

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

喜界町

水道事業

計 画 期 間 ：

13

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他

水道事業

管理係 会計係 業務係 工務係



（２）

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２

6,800 6,719 6,637 6,556 6,474 6,393 6,315 6,236 6,158 6,079 5,999

（２）

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２

2,627 2,596 2,564 2,533 2,501 2,470 2,439 2,409 2,379 2,348 2,317

これまでの主な経営健全化の取組

　喜界町の水道事業は、平成９年度から13地区で運営していた簡易水道事業を町に移管し、平成10年度に東部の６地区を統合、平成19

年度に中里地区を西部地区に統合、同年度に荒木地区と南部地区の４地区を統合した。

　令和２年４月１日からは、西部地区簡易水道事業、東部地区簡易水道事業、南部地区簡易水道事業、川嶺地区簡易水道事業の４つの

簡易水道事業を統合し、喜界町水道事業として新たに開始した。

年度

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付するこ

と。

水需要の予測

給水人口の予測

　令和２年度に策定・公表した令和元年度決算「経営比較分析表」を添付

※時系列傾向分析、国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の推計値を検討し、社人研の推計値に過去の実績に合わ

せて補正した値により推計

年度

有収水量(㎥/日)

　喜界町の給水人口は、毎年減少しており、今後も80人程度減少し続けることが予想される。

　給水人口の減少に比例し、水需要の減少が予想される
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2,978

3,095

2,9602,968

2,849

2,781

2,837

2,787

2,6542,6402,627
2,596

2,564
2,533

2,501
2,470

2,439
2,409

2,379
2,348

2,317

2,000

2,200

2,400

2,600

2,800

3,000

3,200

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12
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（３）

過去３年間の実績平均の供給単価と有収水量により算出

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２

123,773 122,299 120,806 119,331 117,838 116,365 114,945 113,507 112,087 110,649 109,193

123,773 122,299 120,806 119,331 134,436 132,754 131,134 129,494 127,874 141,818 139,951

（４）

（５）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

　　老朽管更新事業　（令和４年度～令和９年度）　　　　　　　　　 総事業費　480,000千円

　　水道施設統合整備事業　（令和４年度～令和１２年度） 　 　　 総事業費　185,000千円

　「安全」でおいしい水をいつでも確実に供給できる「強靭」な水道を構築し、水道サービスを将来にわたって「持続」していくことを基本理

念とする。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

給水収益（料金改定）

料金収入の見通し

目 標 喜界町水道事業ビジョン（令和２年３月策定）において設定した目標を実施する。

　職員数が減少していく中で、水道事業を安定的に維持していくためには新たな人材の育成が課題となっている。民間事業者等との連携

による事業の効率化を進めつつ、これらの課題についても継続的に取り組む。

年度

主な事業

施設の見通し

組織の見通し

　本町では、高硬度の水質を改善するため、西部浄水場・東部浄水場・南部浄水場・川嶺浄水場を建設し、硬度を軽減した浄水を供給し

ている。今後は、将来の水需要や各浄水場の余剰能力を分析したうえで、東部浄水場の更新や配水池の統廃合などを検討する。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

給水収益（千円/年）
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料金（実績） 料金（予測） 料金（改定）



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の

投 資 の 平 準 化

現時点では、未検討

広 域 化 ハード面での広域化は難しいため、ソフト面で広域化が図れないか検討していく。

そ の 他 の 取 組 現時点では、未検討

現時点では、未検討

目 標 ５年ごとに料金体系の見直しを行うなど、財源確保に努め収支の均衡を図る。

②　収支計画のうち財源についての説明

　給水人口の減により料金収入が毎年減少し、統合事業による起債発行額の増加に伴い、起債償還金及び一般会計からの繰入金が増

加しているため、料金体系の見直しを行う。

・原水及び浄水費、配水費及び給水費、総係費

　　　　　将来の増減の予測や直近の実績値を参考に設定

・減価償却費

　　　　　現在の固定資産に、将来取得する予定の固定資産を加え減価償却費を算定

民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用

（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

東部地区の既存の配水池を統合する予定

現時点では、未検討

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合

（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化

（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）



②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

委 託 料

修 繕 費

５年ごとに検証を行いながら、現状と合わない部分については更新する。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、

更 新 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による

収 入 増 加 の 取 組

現時点では、未検討

料金体系の見直しを行うなどの財源確保に努め、繰入金の減少を図る。

今後の実績を踏まえ、必要に応じて検討する。

現時点では、未検討

そ の 他 の 取 組 現時点では、未検討

企 業 債

本町の給与制度による。

今後の実績を踏まえ、必要に応じて検討する。

今後の実績を踏まえ、必要に応じて検討する。

今後の実績を踏まえ、必要に応じて検討する。

繰 入 金

そ の 他 の 取 組

５年ごとに料金体系の見直しが必要かどうか検討する予定

動 力 費

職 員 給 与 費



グラフ凡例グラフ凡例グラフ凡例グラフ凡例

当該団体値（当該値）当該団体値（当該値）当該団体値（当該値）当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）類似団体平均値（平均値）類似団体平均値（平均値）類似団体平均値（平均値）

令和元年度全国平均令和元年度全国平均令和元年度全国平均令和元年度全国平均

①収益的収支比率

　人口減に伴う給水収益の減少や地方債償還金の増

加により、厳しい経営状況が続いている。

　今後は、料金改定等の経営改善策を検討する。

④企業債残高対給水収益比率

　人口減に伴う給水収益の減少や簡易水道統合事業

に伴う地方債残高の増加により、H27から2,000％前

後で推移している。

　今後は償還のみになり残高が減少するため、比率

の改善が予想される。

⑤料金回収率・⑥給水原価

　給水収益の減少、施設維持管理費の増加や地方債

償還金の増加により、料金回収率の低下や給水原価

が増加している。

　今後は５年後を目途に、料金体系の見直しを行

う。

⑦施設利用率

　漏水修繕により配水量が少なくなったため施設利

用率がさがった。経営改善にむけて、東部地区の配

水池の統廃合などを検討する。

⑧有収率

　類似団体及び全国平均値以上を維持しているが、

今後も施設の稼働状況が収益に反映されるよう、漏

水対策等を十分に行う。

2. 老朽化の状況について2. 老朽化の状況について2. 老朽化の状況について2. 老朽化の状況について

③管路更新率

　統合事業の完了により、令和元年度は耐震管への

更新を行っていないが、今後は計画的に更新する予

定。

全体総括全体総括全体総括全体総括

　本町では、簡易水道統合事業により浄水場の建設

や耐震管への更新等を行うなど、事業費の増大に伴

い地方債残高が増加してきた。

　このため、地方債償還金が年々増加し、数年間は

給水収益を上回る期間が続くため、厳しい経営状況

が予想される。

　令和２年度に、経営戦略を策定し料金体系の見直

しなど財源確保に努め、健全かつ安定した経営が維

持できるよう改善は図っていく予定である。

■■■■

－－－－

【】【】【】【】

分析欄分析欄分析欄分析欄

1. 経営の健全性・効率性について1. 経営の健全性・効率性について1. 経営の健全性・効率性について1. 経営の健全性・効率性について1. 経営の健全性・効率性1. 経営の健全性・効率性1. 経営の健全性・効率性1. 経営の健全性・効率性

2. 老朽化の状況2. 老朽化の状況2. 老朽化の状況2. 老朽化の状況

- 該当数値なし 99.99 2,250 6,878 34.00 202.29

56.82 122.46

資金不足比率(％)資金不足比率(％)資金不足比率(％)資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％)自己資本構成比率(％)自己資本構成比率(％)自己資本構成比率(％) 普及率(％)普及率(％)普及率(％)普及率(％)
1か月20ｍ1か月20ｍ1か月20ｍ1か月20ｍ

3333

当たり家庭料金(円)当たり家庭料金(円)当たり家庭料金(円)当たり家庭料金(円)
現在給水人口(人)現在給水人口(人)現在給水人口(人)現在給水人口(人) 給水区域面積(km給水区域面積(km給水区域面積(km給水区域面積(km

2222

)))) 給水人口密度(人/km給水人口密度(人/km給水人口密度(人/km給水人口密度(人/km

2222

))))

法非適用 水道事業 簡易水道事業 D2 非設置 6,958

人口（人）人口（人）人口（人）人口（人） 面積(km面積(km面積(km面積(km

2222

)))) 人口密度(人/km人口密度(人/km人口密度(人/km人口密度(人/km

2222

))))

経営比較分析表（令和元年度決算）経営比較分析表（令和元年度決算）経営比較分析表（令和元年度決算）経営比較分析表（令和元年度決算）

鹿児島県　喜界町鹿児島県　喜界町鹿児島県　喜界町鹿児島県　喜界町

業務名業務名業務名業務名 業種名業種名業種名業種名 事業名事業名事業名事業名 類似団体区分類似団体区分類似団体区分類似団体区分 管理者の情報管理者の情報管理者の情報管理者の情報
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46388 46753 47119 47484 47849

当該値 98.21 98.62 98.26 99.29 96.26

平均値 76.69 77.18 76.13 75.12 74.27

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

②累積欠損金比率②累積欠損金比率②累積欠損金比率②累積欠損金比率((((％％％％)))) ③流動比率③流動比率③流動比率③流動比率((((％％％％)))) ④企業債残高対給水収益比率④企業債残高対給水収益比率④企業債残高対給水収益比率④企業債残高対給水収益比率((((％％％％))))

⑤料金回収率⑤料金回収率⑤料金回収率⑤料金回収率((((％％％％)))) ⑥給水原価⑥給水原価⑥給水原価⑥給水原価((((円円円円)))) ⑦施設利用率⑦施設利用率⑦施設利用率⑦施設利用率((((％％％％)))) ⑧有収率⑧有収率⑧有収率⑧有収率((((％％％％))))

①有形固定資産減価償却率①有形固定資産減価償却率①有形固定資産減価償却率①有形固定資産減価償却率((((％％％％)))) ②管路経年化率②管路経年化率②管路経年化率②管路経年化率((((％％％％)))) ③管路更新率③管路更新率③管路更新率③管路更新率((((％％％％))))

【76.03】 【1,084.05】

【73.31】【54.90】【300.47】【53.46】

【0.56】

該当数値なし該当数値なし該当数値なし該当数値なし 該当数値なし該当数値なし該当数値なし該当数値なし

該当数値なし該当数値なし該当数値なし該当数値なし 該当数値なし該当数値なし該当数値なし該当数値なし



様式第2号（法適用企業・収益的収支）

投資・財政計画

（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A) 123,775 122,301 120,808 119,333 134,438 132,756 131,136 129,496 127,876 141,820 139,953

(1) 123,773 122,299 120,806 119,331 134,436 132,754 131,134 129,494 127,874 141,818 139,951

(2) (B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(3) 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

２． 445,466 451,475 419,099 395,545 404,284 392,079 370,771 364,920 338,583 327,539 323,032

(1) 268,519 269,759 264,389 243,729 248,591 234,386 211,991 211,954 193,845 182,088 177,796

268,519 269,759 264,389 243,729 248,591 234,386 211,991 211,954 193,845 182,088 177,796

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 134,183 134,183 104,184 100,708 101,432 102,195 102,371 95,932 90,064 88,650 88,128

(3) 42,764 47,533 50,526 51,108 54,261 55,498 56,409 57,034 54,674 56,801 57,108

(C) 569,241 573,776 539,907 514,878 538,722 524,835 501,907 494,416 466,459 469,359 462,985

１． 486,239 509,950 463,073 449,383 442,825 445,579 446,379 433,823 422,096 419,049 418,119

(1) 28,576 31,445 31,472 31,501 31,529 31,558 31,586 31,614 31,643 31,671 31,700

12,739 13,067 13,080 13,093 13,106 13,119 13,132 13,145 13,158 13,171 13,184

15,837 18,378 18,392 18,408 18,423 18,439 18,454 18,469 18,485 18,500 18,516

(2) 193,058 213,593 204,985 195,923 186,862 186,893 186,925 186,958 186,992 187,026 187,062

28,128 28,046 28,046 28,046 28,046 28,046 28,046 28,046 28,046 28,046 28,046

20,910 26,364 26,364 26,364 26,364 26,364 26,364 26,364 26,364 26,364 26,364

37,864 43,182 43,182 43,182 43,182 43,182 43,182 43,182 43,182 43,182 43,182

106,156 116,001 107,393 98,331 89,270 89,301 89,333 89,366 89,400 89,434 89,470

(3) 264,605 264,912 226,616 221,959 224,434 227,128 227,868 215,251 203,461 200,352 199,357

２． 39,447 41,676 37,202 27,370 25,346 29,164 26,678 26,126 25,800 24,657 23,528

(1) 18,437 16,856 15,442 14,167 12,980 11,839 10,619 9,387 8,174 7,030 5,902

(2) 21,010 24,820 21,760 13,203 12,366 17,325 16,059 16,739 17,626 17,627 17,626

(D) 525,686 551,626 500,275 476,753 468,171 474,743 473,057 459,949 447,896 443,706 441,647

(E) 43,555 22,150 39,632 38,125 70,551 50,092 28,850 34,467 18,563 25,653 21,338

(F) 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

(G) 15,740 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

(H) △ 15,739 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

27,816 22,150 39,632 38,125 70,551 50,092 28,850 34,467 18,563 25,653 21,338

(I) 0 49,966 89,598 127,723 198,274 248,366 277,216 311,683 330,246 355,899 377,237

(J) 199,031 171,458 151,996 130,862 128,230 121,840 113,678 103,712 111,967 137,334 158,852

15,177 14,739 14,617 14,439 16,267 16,063 15,867 15,669 15,473 17,160 16,934

(K) 231,051 234,065 227,393 211,345 195,489 178,428 178,990 138,185 124,241 117,840 93,873

214,120 218,310 215,466 201,068 184,421 164,964 166,240 125,177 110,871 103,772 79,899

16,931 15,755 11,927 10,277 11,068 13,464 12,750 13,008 13,370 14,068 13,974

( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 123,775 122,301 120,808 119,333 134,438 132,756 131,136 129,496 127,876 141,820 139,953

(N)

(O)

(P) 123,775 122,301 120,808 119,333 134,438 132,756 131,136 129,496 127,876 141,820 139,953

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た

資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る

解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た

事 業 の 規 模

健全化法第22 条により 算定した

資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１ 項により 算定した

資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

う ち 未 払 金

地 方 財 政 法 に よ る

資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

う ち 未 収 金

流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分

う ち 一 時 借 入 金

流 動 資 産

支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

特 別 損 失

収

益

的

収

支

営 業 外 収 益

補 助 金

他 会 計 補 助 金

そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計

動 力 費

収

益

的

収

入

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

そ の 他

特 別 損 益 (F)-(G)

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

修 繕 費

材 料 費

そ の 他

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

支 払 利 息

収

益

的

支

出

営 業 費 用

職 員 給 与 費

基 本 給

そ の 他

経 費

本年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度



様式第2号（法適用企業・資本的収支）

投資・財政計画

（収支計画）

（単位：千円）

年　　　　　度

区　　　　　分

１． 15,000 0 26,600 111,200 111,200 44,600 44,600 44,600 10,000 10,000 10,000

２． 21,735 30,962 33,797 31,990 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 68 134 134 67 67 67 0 0 0

４．

５．

６． 0 0 13,332 55,666 55,666 22,333 22,333 22,333 5,000 5,000 5,000

７．

８．

９．

(A) 36,735 30,962 73,797 198,990 167,000 67,000 67,000 67,000 15,000 15,000 15,000

(B)

(C) 36,735 30,962 73,797 198,990 167,000 67,000 67,000 67,000 15,000 15,000 15,000

１． 15,000 0 40,000 167,000 167,000 67,000 67,000 67,000 15,000 15,000 15,000

２． 201,742 214,120 218,310 215,466 201,068 184,421 165,557 166,833 126,823 116,913 114,214

３．

４．

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 216,742 214,120 258,310 382,466 368,068 251,421 232,557 233,833 141,823 131,913 129,214

(E) 180,007 183,158 184,513 183,476 201,068 184,421 165,557 166,833 126,823 116,913 114,214

１． 0 158,246 180,877 165,711 123,002 124,933 125,497 119,319 113,397 111,702 111,229

２． 0 0 0 2,584 62,885 53,398 33,970 41,424 12,063 3,848 1,622

３．

４． 180,007 24,912 3,636 15,181 15,181 6,090 6,090 6,090 1,363 1,363 1,363

(F) 180,007 183,158 184,513 183,476 201,068 184,421 165,557 166,833 126,823 116,913 114,214

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G)

(H) 2,487,261 2,273,141 2,081,431 1,977,165 1,887,297 1,747,475 1,626,518 1,504,285 1,387,463 1,280,549 1,176,335

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度

区　　　　　分

311,282 317,291 314,914 294,836 302,851 289,883 268,399 268,987 248,518 238,888 234,903

42,763 47,532 50,525 51,107 54,260 55,497 56,408 57,033 54,673 56,800 57,107

268,519 269,759 264,389 243,729 248,591 234,386 211,991 211,954 193,845 182,088 177,796

21,735 30,962 33,797 31,990 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

21,735 30,962 33,797 31,990 0 0 0 0 0 0 0

333,017 348,253 348,711 326,826 302,851 289,883 268,399 268,987 248,518 238,888 234,903

12年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度3年度本年度 11年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

10年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に

不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

8年度 9年度 10年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ

れる支出の財源充当額

12年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 11年度

計

そ の 他


